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千葉大学教育学部教授 貞広 斎子 氏

【審議会等委員歴】

・中央教育審議会初等中等教育分科会臨時委員（平成２１年～現在）

・学校規模適正化等に関する調査研究協力者会議委員（平成２６年）

○専門的な立場から、学校規模の適正化・適正配置、小規模校のメリットを最大化しデメリット

を最小化する取組等の現状や展望等について、講話いただきます。

【存続事例】
義務教育学校化、英語、ＩＣＴの活用、テレビ会議の導入

発表者 占冠村教育委員会 藤本武 教育長
○小中一貫教育を導入し、義務教育学校や小中一貫型小学校中学校を設置しています。ま
た、小規模校のメリットを最大化させるために、特色あるカリキュラムを編成するとともに、子
供の活躍の機会を保障しています。
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「学校教育の魅力化
～活力ある学校教育の推進に向けて～」（仮）

【統合事例】
小学校再編に向けたプロセス、再編前後の工夫・配慮、地域との連携、美山学

発表者 南丹市教育委員会 貢 教育参事
○学校再編に向けて、地域・保護者に丁寧に説明・対話を重ねました。再編後は、新たな校
区と学校の関係を構築するため、コミュニティ・スクールを導入し、地域・保護者・学校が熟

議を重ね、目指す子ども像を共有し、地域総がかりの教育を進めています。
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【申込方法】
文部科学省ＨＰ上
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tekisei/1406861.htm

にアクセスし、参加申込をしてください。

〒100-8959
東京都千代田区霞が関3-2-2

文部科学省初等中等教育局
初等中等教育企画課教育制度改革室

担当：鈴木、藤澤
TEL:03-6734-2007 FAX:03-6734-3731
E-mail:syokyo@mext.go.jp

【存続事例】
小規模特認校の導入と成果

発表者 栃木市教育委員会教育総務課 木村信孝 課長補佐
○教育委員会が学校選択制を導入したり、学校が一人一人にきめ細かな指導を行い、基礎
学力の向上に努めたりすることで、小規模特認校制度を利用して入学する児童が増加して
います。

【存続事例】
遠隔合同授業

発表者 伊那市教育委員会学校教育課 竹松政志 主査
○ICTを活用し、遠隔合同授業等を行うことで、社会性の涵養、多様な考えに触れる機会を
確保し、小規模校のデメリットの緩和に努めています。また、タブレット端末も有効に活用し、
個に応じた指導を充実させています。

【統合事例】
統合準備委員会と地域との連携、合同行事、スクールバス運行計画

発表者 真庭市教育委員会教育総務課 西祐典 主査
○４小学校の統合に向けて、地域・保護者の代表も参画した準備委員会を設置しました。ス
クールバスの運行計画についても、準備委員会において主体的な検討が行われ、地域の
実情に応じた路線案を策定しました。

【統合事例】
統合企画教員の役割・活用
発表者 岡谷市教育委員会教育総務課 竹内良之 主任指導主事兼学力向上専門官

○長野県から人事面での支援を受け、統合企画教員を学校に配置しました。また、統合企画
教員の教育委員会への訪問機会を定期的に設けることで、教育委員会と学校の連携が円
滑に行われました。

【都道府県の役割】
都道府県による市町村への支援

発表者 北海道教育委員会総務政策局教育政策課 齊藤栄三 主幹
○広域の教育行政を担う立場から、学校の規模の適正化に係る都道府県レベルの支援策や
市町村の事例をまとめた冊子を作成・配布したほか、人事面での支援、研修の充実、ＩＣＴ
機器の活用方法の調査研究等により、市町村の取組を支援しています。

【会場周辺地図】

【問合せ先】
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※参加申込は、8月27日（月）午後２時より10月5日（金）正午

まで受け付けます。（定員500名。先着順。）

※参加費は無料です。

※申込みいただくと、登録いただいたメールアドレス宛に参加

証が送信されます。

※参加証を印刷の上、当日受付で提示ください。

※取組発表の内容は変更することがあります。


